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（趣 旨 ）

第 １条 この条 例 は，建 築 基 準 法 （昭 和 ２５年 法 律 第 ２０１号 。以 下 「法 」とい

う。）第 ５０条 及 び第 ５２条 第 ５項 の規 定 により，周 辺 環 境 との調 和 のとれた

斜 面 地 建 築 物 の敷 地 の利 用 を図 り，もってその周 辺 における良 好 な居 住

環 境 の確 保 に資 するため，斜 面 地 建 築 物 の階 数 に関 する制 限 及 び容 積

率 の算 定 に係 る地 盤 面 について必 要 な事 項 を定 めるものとする。

<解 説 >

平 成 ６年 及 び平 成 ２６年 の建 築 基 準 法 の改 正 （平 成 ２７年 ３月 時 点 一 部

未 施 行 ）により，建 築 物 の地 階 でその天 井 が地 盤 面 からの高 さ１ｍ以 下 にある

ものの住 宅 又 は老 人 ホーム，福 祉 ホームその他 これらに類 するものの用 途 に供

する部 分 の床 面 積 （当 該 建 築 物 の住 宅 及 び老 人 ホーム等 の床 面 積 の合 計 の

１/３が上 限 ）は，容 積 率 算 定 上 の延 べ面 積 には算 入 しないと規 定 されました

（緩 和 規 定 ）。斜 面 地 での建 築 計 画 においては，平 坦 地 よりも建 築 基 準 法 上

の地 階 の計 画 が容 易 であり，この緩 和 規 定 を適 用 した建 築 計 画 を行 い易 いた

め実 質 的 に中 高 層 建 築 物 の建 築 が可 能 になり，その結 果 ，住 環 境 の悪 化 を

招 く恐 れがあります。

本 条 例 は，建 築 基 準 法 第 ５０条 及 び第 ５２条 第 ５項 の規 定 に基 づき斜 面 地

建 築 物 の階 数 に関 する制 限 及 び容 積 率 の算 定 に係 る地 盤 面 を指 定 すること

により，斜 面 地 における建 築 計 画 を平 坦 地 におけるものと同 程 度 に抑 え，周 辺

環 境 との調 和 のとれた斜 面 地 建 築 物 の敷 地 の利 用 を図 り，もってその周 辺 に

おける良 好 な居 住 環 境 の確 保 に資 することを趣 旨 としています。

（定 義 ）

第 ２条 この条 例 において「斜 面 地 建 築 物 」とは，第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域

内 の建 築 物 で，周 囲 の地 面 と接 する位 置 の高 低 差 が３メートルを超 えるもの

をいう。

２  前 項 に規 定 するもののほか，この条 例 における用 語 の意 義 は，法 ，建 築

基 準 法 施 行 令 （昭 和 ２５年 政 令 第 ３３８号 ）及 び都 市 計 画 法 （昭 和 ４３年 法

律 第 １００号 ）の例 による。

<解 説 >

本 条 例 の対 象 となる「斜 面 地 建 築 物 」の定 義 をしています。地 形 図 上 ，市

内 の斜 面 地 のほとんどが第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域 にあること及 び本 条 例 は

特 に低 層 住 宅 地 における良 好 な居 住 環 境 の確 保 を趣 旨 としていることから，対

象 地 域 は第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域 に限 定 しています。また，周 囲 の地 面 と

接 する位 置 の高 低 差 が３メートルを超 えるとは，建 築 基 準 法 施 行 令 第 ２条 第 ２

項 による平 均 地 盤 面 が２以 上 発 生 する場 合 をいいます。その他 ，本 条 例 で用

いる用 語 は，建 築 基 準 法 ，同 施 行 令 及 び都 市 計 画 法 によるものとしています。



（斜 面 地 建 築 物 の階 数 の限 度 ）

第 ３条 斜 面 地 建 築 物 の階 数 は，４を超 えてはならない。

<解 説 >

斜 面 地 建 築 物 の階 数 の上 限 を定 めています。市 内 の第 一 種 低 層 住 居 専

用 地 域 では，低 い容 積 率 が指 定 されており，また，建 築 物 の最 高 限 度 も１０ｍ

であることから，斜 面 地 建 築 物 の階 数 を４以 下 としています。

<参 考 >建 築 基 準 法 施 行 令 第 ２条 第 ８号

  （前 文 略 ）建 築 物 の敷 地 が斜 面 又 は段 地 である場 合 その他 建 築 物 の部 分

によって階 数 を異 にする場 合 においては，これらの階 数 のうち最 大 なものによる。

上 記 の建 築 物 は，建 物 全 体 では５層 からなる建 築 物 ですが，

建 築 基 準 法 上 「階 数 ４」の建 築 物 となります。

（斜 面 地 建 築 物 の容 積 率 の算 定 に係 る地 盤 面 の指 定 ）

第 ４条 斜 面 地 建 築 物 の容 積 率 の算 定 に係 る法 第 ５２条 第 ３項 の地 盤 面 は，

当 該 斜 面 地 建 築 物 が周 囲 の地 面 と接 する最 も低 い位 置 から高 さ３メートル

までの平 均 の高 さにおける水 平 面 とする。

<解 説 >

建 築 基 準 法 第 ５２条 第 ５項 の規 定 に基 づき，同 第 ３項 の地 盤 面 を，建 築 物

が地 面 と接 する最 も低 い位 置 から高 さ３メートルまでの平 均 地 盤 面 とします。
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<参 考 >建 築 基 準 法 第 ５２条 第 ３項

  （前 文 略 ）建 築 物 の容 積 率 の算 定 の基 礎 となる延 べ面 積 には，建 築 物 の

地 階 でその天 井 が地 盤 面 からの高 さ１ｍ以 下 にあるものの住 宅 又 は老 人 ホー

ム，福 祉 ホームその他 これらに類 するものの用 途 に供 する部 分 （第 ６項 の政 令

で定 める昇 降 機 の昇 降 路 の部 分 又 は共 同 住 宅 の共 用 の廊 下 若 しくは階 段 の

用 に供 する部 分 を除 く。）の床 面 積 （当 該 床 面 積 が当 該 建 築 物 の住 宅 及 び老

人 ホーム等 の用 途 に供 する部 分 の床 面 積 の合 計 の１/３を超 える場 合 において

は，当 該 建 築 物 の住 宅 及 び老 人 ホーム等 の用 途 に供 する部 分 の床 面 積 の合

計 の１/３）は，算 入 しないものとする。

本条例制定前

高低差３ｍ以内

ごとに発生する

平均地盤面

建築基準法第５２条第３項

の規定により，容積率に

不算入となる部分

（建築基準法上の地階部分）

本条例制定後

本条例で指定する容積率算定上

の地盤面（最も低い位置から高

さ３ｍまでの平均地盤面）

本条例及び建築基準法第５２条第３項の

規定により，容積率に不算入となる部分

（建築基準法上の容積率算定除外部分）

本条例の制定により床面積の

減少が必要となる部分（一例）

領域１ 領域２ 領域３

領 域 ３ の 平 均 地 盤 面

領 域 ２ の 平 均 地 盤 面

領 域 １ の 平 均 地 盤 面



<関 連 >ドライエリア（からぼり）がある場 合 の，建 築 物 が周 囲 の地 面 と接 する位

      置 の基 本 的 な考 え方

建 築 物 の周 囲 にドライエリアがある場 合 において，次 の要 件 すべてを満 たす

場 合 は，小 規 模 なドライエリアとして，周 壁 が接 する部 分 を地 盤 面 （Ⅰ）とする。

いずれかの要 件 を満 たさない場 合 は、大 規 模 なドライエリアとして，ドライエリア

の底 盤 の上 端 部 分 を地 盤 面 （Ⅱ）として取 り扱 う。ただし，大 規 模 なドライエリア

で，柱 ，梁 ，床 及 び周 壁 等 が建 築 物 と一 体 である場 合 など，下 図 に該 当 しない

場 合 については個 別 判 断 とする。

（要 件 ）

(1) 建 築 物 本 体 と構 造 上 一 体 のドライエリアであること。

(2) 奥 行 (①)が２ｍ以 下

(3) 高 さ(②)が５ｍ以 下

(4) 周 壁 の上 端 部 の外 面 と隣 地 境 界 線 の離 れ(③)が５０ｃｍ以 上

地盤面

（Ⅱ）

地盤面

（Ⅰ）

③

②

①

隣
地
境
界
線

建

築
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（斜 面 地 建 築 物 が第 ２条 第 １項 に規 定 する地 域 の内 外 にわたる場 合 の措

置 ）

第 ５条 斜 面 地 建 築 物 が第 ２条 第 １項 に規 定 する地 域 の内 外 にわたる場 合 に

おける前 ２条 の規 定 の適 用 については，これらの規 定 中 「斜 面 地 建 築 物 」と

あるのは，「斜 面 地 建 築 物 の部 分 」とする。

<解 説 >

斜 面 地 建 築 物 の敷 地 が本 条 例 の対 象 地 域 の内 外 にわたる場 合 ，対 象 地

域 内 の斜 面 地 建 築 物 の部 分 のみが本 条 例 の制 限 を受 けることになります。

（既 存 不 適 格 斜 面 地 建 築 物 に対 する制 限 の緩 和 ）

第 ６条 法 第 ３条 第 ２項 の規 定 により，第 ３条 又 は第 ４条 の規 定 の適 用 を受 け

ない斜 面 地 建 築 物 （以 下 「既 存 不 適 格 斜 面 地 建 築 物 」という。）について，

規 則 で定 める計 画 の変 更 ，増 築 ，改 築 ，大 規 模 の修 繕 又 は大 規 模 の模 様

替 をする場 合 においては，法 第 ３条 第 ３項 第 ３号 及 び第 ４号 の規 定 にかかわ

らず，第 ３条 又 は第 ４条 の規 定 は適 用 しない。

<解 説 >

既 存 不 適 格 斜 面 地 建 築 物 について，規 則 で定 める範 囲 内 で増 築 ，改 築 ，

大 規 模 の修 繕 又 は大 規 模 の模 様 替 を認 める措 置 を設 けています。

また，本 条 例 施 行 前 に工 事 着 手 をした斜 面 地 建 築 物 で計 画 の変 更 が生 じ

た場 合 でも，規 則 で定 める範 囲 内 の変 更 については認 めることとしています。

第一種低層住居専用地域

↓

本条例の制限あり

例）第一種中高層住居専用地域

↓

本条例の制限なし



第 ７条 市 長 が周 辺 における土 地 の利 用 状 況 等 に照 らして，良 好 な居 住 環 境

を害 するおそれがないと認 めて許 可 した既 存 不 適 格 斜 面 地 建 築 物 につい

て，建 替 えをする場 合 においては，第 ３条 又 は第 ４条 の規 定 は適 用 しない。

２  市 長 は，前 項 に規 定 する許 可 をする場 合 においては，あらかじめ，調 布 市

建 築 審 査 会 条 例 （平 成 ６年 調 布 市 条 例 第 ２７号 ）第 １条 に規 定 する調 布 市

建 築 審 査 会 の同 意 を得 なければならない。

<解 説 >

既 存 不 適 格 斜 面 地 建 築 物 を建 替 える場 合 で，市 長 が周 辺 の住 環 境 を害

するおそれがないと認 め，建 築 審 査 会 の同 意 を得 て許 可 したものについては，

第 ３条 又 は第 ４条 の規 定 は適 用 しないこととしています。

（委 任 ）

第 ８条 この条 例 の施 行 について必 要 な事 項 は，規 則 で定 める。

<解 説 >

第 ６条 で定 める一 定 の範 囲 のほか，第 ７条 の建 替 えに関 する許 可 の手 続 き

については，規 則 で定 めることとしています。

（罰 則 ）

第 ９条 第 ３条 の規 定 に違 反 した場 合 における当 該 斜 面 地 建 築 物 の設 計 者

（設 計 図 書 を用 いないで工 事 を施 工 し，又 は設 計 図 書 に従 わないで工 事 を

施 工 した場 合 においては，当 該 斜 面 地 建 築 物 の工 事 施 工 者 ）は，５０万 円

以 下 の罰 金 に処 する。

２ 前 項 に規 定 する違 反 があった場 合 において，その違 反 が建 築 主 の故 意

  によるものであるときは，当 該 設 計 者 又 は工 事 施 工 者 を罰 するほか，当 該

  建 築 主 に対 して同 項 の罰 金 刑 を科 する。

<解 説 >

この条 例 の適 正 な運 用 を図 るために，建 築 基 準 法 第 １０６条 の規 定 に基 づ

く罰 則 を設 け対 応 を図 ることとしています。なお，第 ４条 の規 定 に違 反 して容 積

を超 過 した場 合 ，建 築 基 準 法 第 １０１条 第 １項 第 ３号 の規 定 により１００万 円 以

下 の罰 金 となります。



（両 罰 規 定 ）

第 １０条 法 人 の代 表 者 又 は法 人 若 しくは人 の代 理 人 ，使 用 人 その他 の従 業

者 が，その法 人 又 は人 の業 務 について，前 条 に規 定 する違 反 行 為 をしたと

きは，行 為 者 を罰 するほか，その法 人 又 は人 に対 して同 条 の罰 金 刑 を科 す

る。

<解 説 >

第 ９条 に同 じ。

附 則

この条 例 は，平 成 ２７年 ７月 １日 から施 行 する。


